冒頭、藤川地公部会事務局長が意見（別紙）を手交し、「昨年６月16日に総務省に対して地方公務員の新たな労使関係の見直しに対する地公部会の意見と併せて、われわれの意見を提出する」と述べた後、意見の概要を説明をした。さらに、地方公務員の新たな労使関係制度等に関わる法案の提出時期について、「第180回通常国会に提出する予定なのか」と資したところ、植田公務員課長は「今のところ、正式には決定していないが早急に内容を取りまとめられるよう努力している」と回答した。

　続いて、自治労から労働基準監督官について、人事委員会を置かない市町村の場合に監督権限が首長とされていることの問題点を指摘し、労働基準法の適用範囲を広げるよう強く求めた。さらに、全水道から、交渉不調の場合の調整を都道府県労働委員会が行うことから、労働委員会の体制強化が必要だと指摘を行った。

　こうした地公部会からの意見に対し、植田公務員課長は、「本日、提出された意見を受け、さらに検討を続けたい」と回答した。

　最後に、藤川事務局長が、今後十分交渉・協議を行い、合意に基づき早期に法案提出を行うよう要請し、申入れを終えた。

(別紙)

２０１２年１月１９日

総務大臣

　川　端　達　夫　様

公務員連絡会地方公務員部会

議 長　　岡　﨑　　徹

地方公務員の新たな労使関係制度に係る主な論点に対する意見

　平素からの地方自治の確立、地方公務員の賃金・労働条件改善に向けたご努力に敬意を表します。

　12月26日、総務省は、「地方公務員の新たな労使関係制度に係る主な論点」を民主党公務員制度改革・総人件費改革ＰＴ役員会に提示されました。地方公務員の労使関係制度については、公務員連絡会地方公務員部会として、昨年６月16日に意見を申し上げたところですが、このこととあわせて、「地方公務員の新たな労使関係制度に係る主な論点」に関わって、下記の通り意見を申し上げますので、本意見を踏まえ、公務員連絡会地方公務員部会と十分交渉・協議を行い、合意に基づき、早期に法案提出を行うよう強く要請します。

記

１　条例案の議会への提案権は、議会の議員のほか専ら首長にあることから、勤務条件を定める条例の制定改廃を要する事項については、首長が団体交渉および団体協約締結の当事者になることを明確にすること。

２　民間給与実態調査は、国は使用者機関（公務員庁）が実施するとされていることと整合性を持ったものとすること。あわせて、労使交渉にコスト（費用・便益の観点）をかけることなく真摯な労使交渉によって給与・勤務条件を決定する必要があることから、「地方公務員の給与・勤務条件に関する基準」について、中央段階で関係者（ステークホルダー）が「協議する場」を法定すること。具体的な制度設計については、公務員連絡会地方公務員部会と十分な交渉・協議、合意をすること。

３　人事行政の公正を確保するための事務については、第三者機関である「人事公正委員会」が所掌することとし、その「意見の申出」「勧告」については、賃金など勤務条件の労使交渉における自律的な決定の支障にならないことを明確にすること。

４　労働基準監督機関について、現在、人事委員会を置かない市町村の場合、首長が監督権限を有するとされていることは、今回の制度改正の趣旨と根本的に矛盾することから、労働基準監督官の権限とするなど、労働基準法の適用範囲を広げること。

５　自治体現業職員（いわゆる「単純な労務に雇用される者」）は、任命権者が非現業職員と同じであり、また多くの場合職場も同じであることから、現業職員に関わる特例（地公法57条、地公企労法附則５項）を廃止し、協約締結権を付与される非現業の地方公務員と同じ労働関係とすること。

以上

